














英国の Financial Conduct Authorityにより，持続的な金融ハブとしての地位を
維持するための Project Innovate Policyの一部としてこのような制度が試みら









































































（ 6）　情報融合法第 3条の 2，産業融合促進法第 3条の 2，地域特区法第 4条。
（ 7）　産業融合促進法第 3条の 2，地域特区法第 4条。































































































































































































































































































































































































































































　 7  ．規制革新 5法は，革新的な事業やサービスを提供するという目的から，
規制の適用を猶予するか，免除することだけを規定しているが，革新的な
事業やサービスを提供する企業が倒産した場合には，どうすべきであろう
か。そして，このように消費者に被害が発生した場合の対策が不十分な状
況においては（36），事業者が過大な損害を生じさせ，倒産した場合に備え
た出口戦略も，最初から予見しておくべきである。
　韓国では，最近の規制革新という目標のもとで，ほぼ同じ時期に 5つの法律
を通過させ，事業者が市場に参入することができるように規制を緩和した。し
かし，このような制度の導入がどのような影響を及ぼすかについては，誰も予
測することができない。それぞれの法律は，類似したシステムを持ちながらも
異なる規定を有しており（37），相互に調和する解釈がなされていないところも
ある。そして実質的には，保険制度によりリスクを分散しているが，規制革新
に参与する企業は大手企業よりも中小企業が主な対象となるから，リスクを予
測できない事業について保険設計が容易であるか，また，設計された保険に加
入できる能力を持つ中小企業がどれほど存在するかは疑わしい。したがって，
このような規制革新企業のための特別な保険に国が加入することで，一定の限
度では中小企業が保険に加入せずとも事業を遂行できるようにするか，そのよ
うな問題を考慮せずとも試みることができる真のサンドボックスを設計するこ
とで，新たな新産業が形成されることを望む。
（34）　https://www.ebn.co.kr/news/view/992464
（35）　http://news.einfomax.co.kr/news/articleView.html?idxno=4036746
（36）　保険に加入することや，保険に加入できない場合には，委員会等と協議し
て損害賠償案を用意することだけを規定しており，具体的な損害賠償手続に
ついては規定がない。
（37）　情報通信融合法の規制特例制度では，責任保険の加入義務がない。
